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はじめに

労働市場の流動化に対応するために、日本企業 はアドホックに企業外部労働市場から人材 を調

達することが一般化 してきている(図 表01)。 企業内部労働市場(正 規従業員)が 担って きた基

幹業務の一部が企業外部労働市場(非 正規従業員)に 代替されてきている。前者 はス トック型人

材であ り、労働基準法で"期 間の定めのない労働契約(第15条)"で 、入社か ら定年 まで勤続 し

続ける終身雇用が前提の市場である。後者はフロー型人材で、本稿のテーマである"複 雑多岐に

亘 る労働形態の多様化人材"で ある。通常、フロー型従業員をコンティンジェント・ワーカー

(パー トタイマー、アルバイ ト、契約社員、嘱託)と テンポラリー ・ワーカー(派 遣労働者、ブ

リーランサー)と いう用語で表現することが多い。

組織 と個人の関係において、多様な従業員のキャリア形成 をダイバーシティマネジメントの視

点か ら本稿では取 り上げ、これが個人のみならず組織へ も貢献 を生むことになる(図 表02)と

いう認識での人事戦略の展開が不可欠の重要なこととなっている、ことを論考 した。

図表02キ ャリア形成の個人と組織への効果
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第一部 労働形態多様化(ダ イバーシテ ィ)の 現状

1米 国における現状一従業員相互の違いの強みを発揮する労働多様化一

米国において、 ダイバーシティマネジメントを宗教 ・人種や性別への対応 としてとらえていた

時代が長かった。その発端は"人 間は皆平等"と いう1960年 代の公民権運動にあった。雇用機

会均等法が整備 されると、人事施策において個人の違いを無視 して平等に処遇することが重視 さ

れた。1980年 代 には多国籍企業のグローバル経営展 開(各 国市場の違いに価値をお く)の 中で

ダイバーシティが経営戦略として不可欠の項 目となる。1990年 代後半になると、27才 以下の年

代 をYジ ェネレーションと呼び、他の年代 とは特に異なる価値観を持っていることから 「世代別

行動の分析」 を中心 としたアプローチにな り、その研究過程から 「世代 間の違いを理解 して受け

入れる」、そ して現在は 「世代間の価値観の違いを乗 り越えてお互いに協創(協 働 して創造する)

して変革する」 というアプローチに変化 している。

今 日、組織構造が フラッ ト化 し、情報量や情報伝達スピー ドが加速 している。情報格差 を背景

とする価値観の多様化が進んで、多様性の概念がより広範囲になり、その違いが鮮明となって企

業組織 の中で従業員同士が相互の強みの違いを発揮 して協創 しあうダイバーシティマネジメン ト

の研究が主流 となっている。

『ASTD20071ntemationalConference&EXP.』 の人材開発 グローバル トレンドの第一番 目にあ

げられているのが"ダ イバーシティマネジメントのアプローチの進化"で 、それ以外の主なテー

マは図表03に 記 した ものであった。進化 とは、「分析」から 「受容」へ、そ して 「変革」、更 に

「協創」への推移である(人 材 ラボ、2007)。

ダイバーシティ研究の主流ではないが、米国においては、スペイン語を話す人々(Hispanics)

図表03ASTD2007の 主なテーマ

:霧 丁;聯 どニントのアブmチの進化

:蠶 鰍 撫 勒 セス

:拶;と ζ粥 一ニン久 。。P

:旛 撫 蹇興

:謬 男 ショナル デ゚ザイン
・WLP ,HPI

出所:人 材開発国際会議シンポジュウム、2007

の割合が、1980年 の6.4%か ら2040年 には21.7%に 増

大す る一方で、白人は1980年 の79.9%か ら2040年 に

は56.2%に 減少す るとい う予測が立て られ、 さらに、

この傾向が続 くと、白人が人口の過半数を割って しま

う時代が到来するとい う危機感が生 じて、 ダイバーシ

ティが社会的課題 として取 り上げられているという指

摘 も注 目に値するものである。このように、米国では

数多 くの移民が労働の場 に入ってきた ときに、彼 らを

公平に処遇するためにどうすべ きかといった観点か ら、

ダイバーシティ(多 様性)が 取 り上げられている研究

も無視できない。

2日 本 における現状 一女性活用 を中核 にする労働多様化一

日本 における労働多様化 としては、少子化による労働力の減少を抑制するのにもっとも期待 さ

れているのが非労働力化 している女性である。女性が結婚、出産を契機 に非労働力化せず就業継

続するには、性別役割分業において女性が担ってきた家事 ・育児 ・介護 を支援する体制が不可欠
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となる。そこで、多様性を活かした人材マネジメントの仕組みの研究は女性の活用を中心 にした

従業員の自律を促すキャリア形成の研究の中で取 り上げられているのが圧倒的に多いのが今 日の

現斗犬といえる。

女性活用が進まない理由としては、人類学、生物学、社会学、動物行動学、進化論、心理学等

の知見か ら"男 と女 は違 う"と 断言する論者 もいる(キ ングズレー ・ブラウン、2003)。 巷の声

の中には1990年 代か ら米国で論議 された 「GlassCeiling:ガ ラスの天井説注1)」や 「女性は出産 ・

育児 ・家庭的責務 との兼ね合いか ら就業 を継続することが困難であるとする説」 もあ り、女性 を

育成することを企業はためらい、女性 に十分な教育を受ける機会を与えないからであるともいえ

なくはない。そのため、女性は仕事にや りがいをもたずに辞めてい く。その結果、女性軽視の企

業の認識は継続 ・強化され、女性は結果的に区別されて扱われることになっているといえる。 こ

れは、わが国で取 り上げられている 「ポジティブ ・アクシ ョン注2)」の課題 と同 じ論調のもので

ある。

女性の登用が後れている大 きな理由の1つ は、女性を活用すると業績が落ちるのではないかと

心配する経営者がいることである。 ところが、21世 紀職業財団(2003)が 調べた結果では、5年

前の売上 を100と すると、5年 前 と比較 して女性管理職比率が大幅 に増えた と答えた企業の現在

の売上指数は173.7(1.8倍)、 つ まり、女性管理職比率が 「大幅に増えた」 とい う企業は業績 も

伸 ばしている。「やや増 えた」 と答えた企業 も110.9(1.1倍)と 同様 に売上を伸ば している。逆

に、女性管理職比率が 「やや減 った」という企業は業績 を落 としているし、「大幅に減 った」 と

答 えた企業も業績を落としているので、女性の管理職比率 と企業業績とは明確な正の相関がある

ことになる。また、「競争相手の企業 と比較 した自社の業績 に関する評価」の中で、「自社は女性

の能力発揮促進に熱心であるか」 ということに関する自己評価 と企業業績の相関関係 も、「女性

の能力発揮促進に熱心 に取 り組んでいる」 と評価 している企業の方が、同業他社 と比較 して業績

が 「良い」「やや良い」「ほぼ同じ」 というところが多 く、反対 に、女性の能力発揮促進が 「あま

り進んでいない」「進んでいない」 と評価 している企業では、同業他社 と比較 して業績が 「やや

悪い」「悪い」 と評価 しているところが多いという結果であった。脇坂(2007)が 労働政策研

究 ・研修機構 と共同で実施 した調査でも、ファミリーフレンドリー促進策 と男女雇用均等施策に

積極的な企業(図 表04の 第一象限)が 一人当た り売上高な らびに一人当た り経常利益で も最大

である。

1986年 に 「男女雇用機会均等法」、1999年 に 「男女共同参画社会基本法」が公布 ・施行 された。

注1)ガ ラス の天 井 とは、経 営幹 部 の 中 に女性 が 少 ない こ との た とえで あ る。 米 国労働 力 の約40%が 女

性 で あ り、実 際 に管理 職 で も40%を 占め るので あ るが 、最高 幹部 にな る とたった の5～7%で あ る。 上が

見 えてい るの に突 き破 れ ない壁 を 「ガ ラスの天 井」 とい ってい る。女性 が会社 内の ヒエ ラル キー(階 級)

を昇 っ て いっ て も、 途 中で 止 ま って しまう とい う経 験則 のみ な らず 、原 因は本 質的 な性差 にあ るの で は

な く、組 織 内部 の見 え ざる力 に よる もので 性 に は関係 な い とい う前 提 で論議 され てい る もので あ る(芝

原 、2007)。

注2)ポ ジ テ ィブ ・ア ク シ ョ ンとは、 女性 の 能力 発揮 を進 め るた め に、 固定 的 な性 別 に よ る役 割 分担 意

識 や過去 の経緯 か ら、 男女 労働 者 の 間 に事 実上 生 じてい る差 が あ る とき、それ を解 消 しよう と企 業 が行

う 自主 的 かつ積 極 的 な取 り組 みの こ とで あ る。東 京都 産業 労働 局 の 『ポ ジテ ィブ ・アク シ ョン実 践 プ ロ

グラム事 例 集 』で は、 ポ ジテ ィブ ・アク シ ョン に向け て 「6つの 目標(課 題)」 が あ る と指摘 す る。 そ れ

は(1)男 女 均等 な待 遇 の確 保 、(2)女 性 の勤 続 年数 の伸 長 、(3)職 場 の 雰 囲気 ・風土 の改善 、(4)女

性 の採用 拡 大、(5)女 性 の職 域拡大 ・管理 職の 増加 、(6)多 様 な働 き方 の確保 、 で ある。
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図表04

働 きやすさと企業業績の関係
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皿

高い

1像 限)

A・匝團 男
・錮 蹇1

N高 ・囑
A=85、4等

f氏し、B=2・25度

(注)A=1人当たり売り上け、B=1人当たり経常利益
〔出所)脇坂らと労働政策研究・研修機構の調査

図表05働 く女性のキャリア意識の変化

(どのポストまで昇進したいか)

世代が高まるにつれて昇進意欲も高まっている

日本 経 済 新 聞 、2007・10・3 、p:29

図表06グ ローバ ル社会 にお ける日本
～人問開発指数は高いが、ジェンダー指数が低い～

HDI GDI GEM

1 ノルウ_一 ノルウエー ノルウエー

z アイスラン ド アイスラン ド スウエーデン

3 オース トラ リア オース トラリア アイスランド

4 アイルランド アイルランド デンマーク

5 スウエーデン スウエーデン ベルギー

6 カナダ ルクセンブルグ フィンラン ド

7 日本 カナダ オランダ
8 アメリカ アメリカ オース トラリア

9 スイス オランダ ドイツ

10 オランダ スイス オース トリア

日本13位 日本42位

資料出所:国 連開発計画(UNDP)「 人間開発報告X2006」 から抜粋編集

出所:宮 崎 、2007

働 く女性 のキャリア意識 としては、図表05か ら分

かるように、1976(昭 和51)年 時点では、確 かに

女性 の意識 も低 く、「社長 まで昇進 したい」 と思

う人は8%し かいなかった。逆 に 「役職に就 きた く

ない」 と思っている人は15%ぐ らいいたのである。

ところが、女性活用の法制度の整備注3)に応 じて 「役職に就 きたい」 という女性がだんだん と増

えてきて、均等法施行17年 後には 「社長まで昇進 したい」が21.2%に まで増 えた。逆に 「役職 に

就 きたくない」 という人は14.9%か ら8.1%に 減ることになる。 このように、女性の昇進意欲が高

まってきている。

国連開発計画 「人間開発報告書2006」(図 表06)に よると、 日本は人問開発指数(HDI:Human

DevelopmentIndex)が7位 と上位 なのに、そこに女性 と男性の間の平等 開発指数(GDI:Gender

Developmentlndex)に 注 目すると13位 である。女性の活用を図る指数であるジェンダーエンパ

ワーメント指数(GEM:GenderEmpowermentMeasure)は 、女性がいかに政治や経済活動、意思

決定 に参加で きているか を測る指数で、女性の能力 を活用する機会に焦点 を当てた ものである。

具体的には、国会議員 に占める女性の割合や専 門職 ・技術職に占める女性の割合、管理職に占め

る女性の割合 を用いて指数化 したもので、 日本 は75ヵ 国中42位 である。先進諸国ではHDIが 高

いと、GDIもGEMも 高いのに、 日本では女性 の活躍する機会獲得 の度合いが低いのが現実であ

る。

総務省 「労働力調査(2004)」(図 表07)に よると、管理職 に占める女性の割合が、アメリカ

注3)女 性 活 用 の法 制度 と して は、男 女 雇 用 機 会均 等 法 の 流 れ が あ る。1986年 「均 等 法 の 制 定」 で は 、

男 性並 み 女性 の処遇 で 、具 体 的 には、 差別 撤廃 の 努力 義務 規 定 、 コース 別人 事制 度 へ の展 開(差 別 とい

う形 を取 らな い よ うに して の"区 別"的 活用 、均 等 法第 一世代 の誕生)で あ る。1997年 の 「均 等法 改正 」

で は差 別 の 禁 止規 定化 で、 具体 的 には差 別 の禁 止 規定 、"男 性並 み女性"へ の処 遇(広 い"女 性 活用")

であ る。2007年 「均 等法 再 改正」 では実 態 と して の差別 禁 止で 、具 体 的 には、周 接 差別 の 禁止 に よって

よ り実 態 レベ ルで の差別 禁止 、男 性 もまたハ ラス メ ン トか ら保護 され る対 象 、で あ る。
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が45.9%、 ドイツは35.9%、 カナダが35.4%に

対 して日本(9.7%)と 韓国(5.9%)は 特別低い。

男女格差 をなくす法律の整備が進められている

とはいえ、日本では女性の活用がそれほど進 ん

でいないのが現状である。

男女の賃金格差を見ても、2001年 の調査では

男性 を100と すると、女性の賃金 は日本の場合

65.3、欧米諸国では75～80の 水準である。

日本IBMは 、昔か ら女性の活用 という意味で

日本企業の中で模範 中の模範の企業であった。

ところが、内海(2007)が 記 してい るように、

図表 ゜7主 要国における管理職の女・眦 率

半分に迫る米国に対 し1/10に 満たない日本

注}日本、カナダ、ドイツは15歳以上。アメリカは16歳以上。スウェーデンは16～64歳 。

資料出所:総 務省「労働力調査」(2004年)、ILO「YearBookoflabourStatistics2003」

出 所:内 海 、2007

世界各国のIBMと 比べると、 日本IBMは 、 なんと女性活用度 ランキングで最下位であるという。

日本IBMの 女性社員の比率は2004年 時点で16.6%に す ぎない。1998年 時点でフィリピンIBMは

40%、 中国IBMは42%、 アメリカIBMは30%と いうように、女性社員の数だけ見て も、 日本

IBMの 女性社員比率がいかに少ないかが明 らかである。

雇用機会への既婚女性の就業を妨げている要因の一つとして、労働時間の問題があ り、賃金引

き上げと同様、あるいはそれ以上に、労働時間の短縮の施策が既婚女性の就業を促進 させる効果

を持つ。女性の働 き続ける意思の涵養は重要な仕事をさせ ることで、期待 と役割を認識させるこ

とで可能になる。そ して、いずれ指導的役割 に昇進で きるというキャリアの意識を女性に持って

もらうには、育児支援やワーク ・ライフ ・バ ランスだけではなく、ライフコースやライフステー

ジによって仕事その ものに楽 しみや 自分 の成長を見出すことが必要 となっている。

以上のことを鑑みると、少子化 ・労働力の減少を背景 とした 「女性 を企業で活用するための条

件整備」 としては、①育児休暇、介護休暇等、家庭的責務 との両立を目指 した諸制度の整備、②

私生活の視点からの 「ワーク ・ライフ ・バランスの維持」 と、中長期 にわたって仕事 を続けるこ

とがで きる 「ライフ ・キャリアの視点」、③全社女子社員比率、職種 ・部署における女子社員比

率、年代別の女子社員比率、管理職 における女子社員比率、幹部候補 リス トにある女子社員比率、

指導的地位 にある女子社員のためのポジティブ ・アクション、などが課題項 目となってくる。

少子高齢化が進む社会において、フリーター(パ ー ト・アルバイ ト・契約 ・派遣 ・請負)の 存

在 も無視できないが、老齢人口の割合は2005年20.2%が2035年33.7%、2055年40.5%と 推計 さ

れていることのほうが問題 としては深刻である。特 に高年齢者雇用は労働力確保の上で必要不可

決の ものとなるので、企業にとってダイバーシティマネジメントとして女性の活用の次の重要な

経営課題はシニアが活 きる人事施策である。2006年4月 から 「改正高年齢者雇用安定法」注4>で

高齢者の雇用を企業 に担わせる仕組みが実施されているが、年金問題への対応が優先されてお り、

注4)「 改 正 高 年齢 者雇 用 安 定法 」 で65歳 まで の雇 用 の義 務 化(一 部 条件 付)が 定 め られた こと に よ り、

公 的年 金 の支給 年 齢引 き上 げ対 応 も含 め、 各企 業 は対 応 を急 い でい る。公 的年 金 の支給 開始 年齢 が 引 き

上 げ られ る こ とに よっ て、年 金受 給 開始 まで の生 計 費 を確保 す る必要 が あ り、企 業 には社会 的責任 の面

か ら企 業 内部 の高 齢者 の継続雇 用 の み な らず 、 当該 企業 外部 か らの採 用 も含 め た積 極 的 な職 場 開拓 が必

要 とな っ て い る 。 具 体 的 に は、 高 齢 者 に合 わ せ た 雇 用 形 態(正 規 ・非 正 規 社 員 等)・ 就 労 形 態

(SOHO:SmallOfficeH・meOfficeの 業 務委 託等)・ 勤務 形 態(勤 務時 間 と場 所等)の 多様 化、 な らび に職

務 拡大(作 業 多様 化方 式 や タス ク ・ア イデ ンテ ィテ ィ方 式)・ 職 務充 実(プ ラ ン ・ドゥ ・シ ー方式 や専

門職方 式)を 図 る努 力 が企業 に求 め られ る こ とにな る。
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2030年 までに1070万 人の労働力人 口減(厚 生労働省人口統計推計)へ の歯止めになっていない

のが現状である。

3労 働形態の多様化の内容

米国 ・日本の労働多様化への取 り組みは、現段階では現象面で大 きな違いがみえるが、企業に

おける労働形態の視点か らみると人事施策では同 じことを指向しているといえる。労働形態の多

様化は下崎(2007)が 指摘するように、次の4つ のパ ターンになる。その第一は 「就労者形態の

多様化」、第二に 「勤務形態の多様化」、第三に 「就労形態の多様化」、第四に 「雇用形態の多様

化」である。

第一の 「就労者形態のダイバーシティ(多 様化)」 としては、戦後の日本経済における中核労

働者は、男性 ・青壮年 ・家族扶養者が前提 となっていたし、米国でも建国以来、長期間に亘って

そうであった。産業構造の高度化(サ ービス産業化)お よび業務処理の3S化 の進展 といった環

境要因の変化か ら、職場の構成員 は多様 な就労者へ と拡大 していった。日本では、これに今後、

労働力人口の減少 も加わ り、具体的 には、"男 性から女性へ"、"青 壮年者か ら高年齢者へ"、"新

卒の若年者からフリーター、ニー ト、転職者、通年採用、第二新卒等へ"と 、多様 な就労者 を企

業 は抱 えることにな り、従業員の構成は劇的に変化 しつつある実態である。

従業員が多様 な就労者によって構成されると、企業の人材マネジメン トは変更 を余儀な くさせ

られる。特に、女性ばか りでなく男性も含めて育児 との両立を可能 とするためには、次に述べる

多様な勤務形態に適合 した人事施策が不可欠であ り、 このような就労者の多様化は、働 く側のニ
ーズに合った多様な勤務形態をとらざるを得な くなっている。

第二の 「勤務形態のダイバーシテイ(多 様化)」 は労働時問と労働場所の柔軟性を高めること

を意味 している。これは、本来の働 き方の多様性 を高めるものである。就労者 自らが自らの勤務

形態 を決定するという考 え方は、工業化社会の 「労働」概念 にはなかった もので、労働条件の決

定権が使用者から労働者に移行することは、歴史的にも画期的な意味をもつ ものである。

勤務形態の多様化の具体的な内容 としては、欧米では一般化 している もので、日本で活用可能

な制度 として取 り上げられているのは、勤務時間では、 フレックスタイム制(コ アタイム型、ブ

リータイム型)、 みなし労働時間(事 業職場外)、 裁量労働(専 門業務型、企画業務型)、 変形労

働時間制、短時間勤務制である。勤務場所では、自宅、サテライ トオフィス、テレワークセンタ
ー、スポッ トオフィス、移動(モ バ イル)型 などである。勤務形態が多様化するのは"業 種 ・職

種の特性"と"労 働者側のニーズ"か らである。

第三の 「就労形態のダイバーシテ ィ(多 様化)」 とは、雇用 されずに非雇用で働 くとい う働 き

方が増大 していることを意味する。 これまでは、非雇用 とは自営業であったが、最近では、雇用

者でもな く自営業者 とも分類されない独立 して働 く就労形態が増えている。

こうした就労形態は企業の業務のアウ トソーシングによって発生することが多い。 ドイッでは

「労働者類似の者」、 フランスでは 「みな し労働者」、米国では 「独立請負人」 と称 されてい る。

こうした個人で独立 して働 く請負労働 に関 しては、労働者の権利を認めるか どうかが論点 となっ

てお り、欧州においては、労働者 という概念を拡張 して労働法の適用 を認める傾向にある。日本

では自営業者その ものは減少傾向にあるが、他方で、自営型テ レワークとして分類 されるSOHO

などは近年増加傾向である。2005年 の国土交通省によるテ レワーク人口推計結果 によると、週8
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時間以上の自営型テ レワーク人口は、2002年 に97万 人であったものが、2005年 には168万 人ま

で増大 している。ボランティア労働 のような賃金 を目的としない働 き方 も増大 している。在宅勤

務がさらに進むと、就業管理の必要ない請負労働が79R化 して くることが十分 に予想で きる。

第四の 「雇用形態のダイバーシティ(多 様化)」 は、最近の日本で顕著なもの といえるもので、

正規雇用者の割合が低下 して非正規雇用者の割合が増大 していることを意味する。米国において

1960年 代か ら社会現象化 していたものである。これは、1970年 代 にキャリア教育の成果があっ

たにもかかわらず、1960年 代 の若者の現象であった大人になることを延期 し、安定 した仕事 と

家庭を持たない若者が増加 したためである。

日本 の総務省の 「2005年労働力調査」によると日本の雇用者10人 のうち3人 は非正規雇用者

で、パ ー ト、 フリーター注5)、人材派遣が主要な供給源である。従来か ら、パー ト労働は、女性

の育児終了後の再就職の際の雇用形態 として定着 していたが、パー ト、人材派遣の労働者である

と、企業 にとっては、人材 のJustInTime的 な調達が可能 になるとい うメ リッ トはある ものの、

定着の悪さなどの問題がデメリッ トである。非正規雇用の雇用形態は雇用契約期間が短期 に設定

されていることから、 日本企業の長期雇用慣行に基づいて整備 された"昇 進 ・昇給、教育訓練、

福利厚生"の 対象か ら外れることが多 く、 これは差別の問題 に将来発展する恐れが強 くあるもの

である。言い換 えれば、日本 においては、非正規社員等雇用形態の多様化の進展、定年退職者の

再雇用、女性の社会進出など、多様な働 き方の混在する企業が常態 となってきたにもかかわらず、

違いを排除 した正規社員終身雇用慣行の人材マネジメントを中核に据えて従来 どお りの正規社員

のキャリア形成 を重視 している企業が依然 として多い。

第二部 三木ゼミ(3年 生女性6名)の 公募懸賞論文指導 第一席入賞

第一部で既述 してきた考察を三木ゼ ミで講義 ・文献確認学習 ・事例研究をベースとした学習活

動の中で、私(三 木)が 指導 した 「企業における女性活用 を主要テーマにした論文」が、社団法

人経営労働協会の公募懸賞論文総数31遍 のなかか ら、第一席 に入賞 した。論文の全文は同協会

『月間:経 営労働』(2007年12月 号)に 掲載されているので、これを一読いただきたい。

本年度の審査基準の総合評価は関満博教授(一 橋大学大学院)を 主審査者 とし、当協会所属専

門有識者5名 による1次 審査から3次 審査 まで、応募者名を伏せた上で実施 された。審査基準満

注5)総 務省 「労働 力調査(2007年3月)」 に よる とフ リー ターは2004年 、2005年 、2006年 と3年 連続 し

て減少 した とはい え、2003年217万 人(過 去20年 間で4倍 強)、 厚 生 労働 省 に よる と若 年無 業者 は2006

年62万 人(1996年40万 人 で過去10年 で22万 人 増)と 、増加 の一 途 をた どってい た。 これ らの現 象 の背

景 には、 バ ブル崩 壊後 の企 業業 績悪 化 に伴 う採 用 抑制 や非 正規 社員 化 が背景 に存 在 す る。 しか し、終 身

雇 用が 崩 れつ つ あ る昨今 で は、特 に フ リー ター の 中に は、生活 面 での安 定 よ りも自由 さを 自律 的 に選択

して、 必 ず しも正規社 員 や終 身雇用 に こだ わ らず に働 きたい とい うニ ーズ も徐 々 に増 えて きてい る。 い

わ ば積 極 的 な フ リー ター と もい える 自 由な雇 用形 態 や、企 業 に縛 られ ない 自由気 ま まな状 態 を好 む若 者

も増 えて きてい る ので あ る。それ で も正規 社 員 との待 遇格 差(大 学 卒 業後 直 ぐに就 職 し、 同一 企 業 に継

続 して勤 務 してい る人 の生涯賃 金 は22200万 円 にた い して、 ア ルバ イ トを続 けて いる人 は4800万 円)は

大 きな もの(丸 山 、2004)が あ り、社 会全 体 と して は様 々 な問題 の一 因 とな って い る。本 当は正 規社 員

と して働 きたい の だが働 けない とい っ た消極 的 フリー ターの存 在 がか な りの割 合 を 占めて いるの も現 実

で ある。 さ らに、35歳 以 上 になって もフ リー ター の ままでい る 中高年 フ リー ター の急増(2021年200万

人 を超 え る見 込 み)も 格差 社会 を深刻 な もの とす る。
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文教大学のホームページに以下の ように三木 ゼ ミ学生6名 が投稿 している。

社団法人経営労働協会主催第37回 経営労働研 究全 国大会懸賞論文 第一席入賞

文教大学 国際学部 「三木ゼ ミナール3年 生(メ ンバ ー:井 上美緒、澤田祥子、塩原舞子、徐采晴、陳子夜、湯山愛子)」

論 文 タ イ トル:ダ イバ ー シ テ ィマ ネ ジ メ ン トの 勧 め

1)論 文作成 に至 るきっかけ

3年 の最初のゼ ミの授業 で、三木先生の 「や ってみ

た らどうですか、 受賞 した らす ごい よ」 の一言 が き

っか けで 、皆で論 文を書 き始め ました。4月 から始 ま

り、夏休 み 中 も学校 に集 まるなど約半年 をかけて論

文 を作 成 しま した。最 初は資料探 しか ら、その資料

整理 、ア ンケー トの調査 ・分析、企業 の訪 問な どを

経て、最後の論文 の纏 め と再度 の精査 を して、完 成

させ ま した。

II)論 文の骨子

1は じめ に

2現 状 と筆者6名 の仮説(あ るべ き姿)

男女雇用機会均等 法が導入 され既に20年 以上経 過
したが 、 日本社 会における女性 活用 は依然 として充
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分 に進展 してお らず、 また、高年齢者雇 用安定法 も

労働力人 口減 少へ の歯止め と して即効薬 とはなって
いない。 さ らに、少産多死の時代で ある現代 は、 若

年労働力の確保難 の時代 を意味する。

日本社会 の労働 におけ る旧来 の人事制 度 は、年功

序 列 を基盤 として同質な人材 を育成 ・管 理す るこ と
が 目的 となっていた。 しか し、急激 なグ ローバ ル化

の進展 は、社 会における企業の あ り方 や、そ こで働

く労働者 の価値観 に変化 をもたらす。労 働人 口減少

や少子高齢化 の進展 により、企業 は新 たな人事制度
への転換が迫 られる。

そ こで私 たちが立 てた仮説 は、「企 業は人材 の多様

性(女 性 、高齢者、非健常者、外 国人な どを含 めて)

を尊重 した施 策 を取 り入れ る経営管理 を推進すべ き

である」 とい うものである。

3ダ イバー シティマネジメン トの先行研究

4「 男女共同参画社会」 の達成の現状

1)筆 者6名 と同年代の若者 の意識 一ア ンケー ト調

査 の結論一

第一部:男 女 平等 に関す る用語 の知名度 の アンケー

ト調査 の集計 と結果の概要

第一部 のア ンケー ト調査の結果 において、男女 平

等 に関す る言葉は一般論 としてのみで、具体的 な人

事施策項 目の用語 となると、男性 には まだ まだ浸 透
されていない ことが 明らか になった。例 えば、「学童

保育」については、男子学生 は"名 称 す ら知 らない"

が第一位 であるの に対 して、女子学 生は"内 容 まで

知 ってい る"が 第一位 で あるこ とに、私 た ちは注 目

すべ き結果 と認識 した。

第二部:男 女 平等 に関す る考 え方 のア ンケ ー ト調査
の集計 と結果の概要

第二部 も同 じように、男女平等 を歓迎す る傾 向に

あ るが"完 全 な る男女平等"を 望 んでい るとは言 え

ない のが現状 であ ることが ア ンケー トのデ ータか ら

判明 した。い まだ に、男女平等 といいなが ら、女性

権利 に対す る意識 の希薄 さが読み取れた。

2)男 女共 同参画社会への取 り組み

女性の社 会進出が進 む今 日においては、「男が外 で

働 き、女 は家庭 を守 る」 とい う昔 なが らの役割分 担

思想が徐徐 に崩れて きて いる。女性 活用の先進 的企

業 としては、資生堂、 日本IBM、 日本HPな ど挙げ ら

れ る。 とはい え、実際 には女性社員 が出産 を機 に仕

事 を離 れ、家庭 に入 る割合は大 きい。
5正 規社 員 中心(長 期雇用)か ら、必要 な労働 力の

多様 な雇用形態へ

6企 業競 争力向上につなが るダイバ ーシティマネ ジ

メ ン トの提唱

●本稿か ら得 られた結論

各企業 におい て 「20代か ら50代 の男性 を中心 とした

長期 的雇用 」 とい う従来型 の考 え方 を見直 し、市 場

にお いて勝 ち抜 くためには 「多種多様で優秀 な人材

の活用 と能力発揮」 に対 して取 り組んで い くことが

必須 となる。つ ま り、性別、 年齢、入種、 国籍 な ど、

社会 には様 々な 「異 なる属性」 の多様 な労働力 が存

在す るが、それ らを互 いに受 容 し、認め合 うことか

ら更 に一歩進 んで、違 いか ら様 々 なことを学 び、創

造性 を高 め ることが必要 であ り、その ためには異 な

る属性 を活用す る領域 を拡大 する ダイバ ーシテ ィマ

ネジメ ン トが21世 紀 のマ ネジメン トになる。

7お わ りに一筆者6名 か らの提言:学 童保育の整備

現実 の職 場 にお いて は"女 性 が出産 を前 に退職

(転職)す る"ま た は"出 産後 の女性が復帰 して も数

年後 には学童保育 の制度不備 を理 由 として辞 める こ
とが多い""子 供のいる女性管理職が少 ない"と い っ

たこ とか ら、子供 のいる女性が男性 と同 じよ うな働

き方 をす る社会 のダイバ ーシテ ィ推 進の課題 は、 日

本 において は 「学童保育制度 の整備」 であ る。 この

制度 が整 備 され る と安心 して結婚 がで き、仕事へ の

将来展望 も開 けるので、制度整備 に取 り組 んで欲 し
い との願 いを こめた次 の4点 が提 言 となる。そ れは

1)地 域 との交流強化 を図る、2)保 育施設で働 く従

業員 ・指導者の育成 と数の確保策 を強化 する、3)民

間活力の活用 を促進する、4)他 国か らの教訓 に学ぶ、
であ る。

HI)苦 労 した こ と

専 門知 識がゼ ロの状態 で参考文献 を理解す るのに

時 間が か か り、 また企 業 で働 いた経験 もない ので 、

企業 の仕 組みや実態 を知 るための情 報収集 に苦労 し

た。

皆 で作 り上 げた論文が 、第一席 をいただ くとい う
これ以上 ない評価 を受 けるこ とがで きたの は、私 た

ちが ともすれ ば共 同研究 の協働作 業のチー ムワーク

の難 しさに苛 まされなが らも、"や ればで きる"と い

うお互いの励 ま しあい、絶 え間ない時聞 と労力 と忍

耐 との勝 負 に女神が微笑 んで くれた もの と感謝 して
いる。 この過酷で経験 した苦労 の連 続の論文作成 プ

ロセス も、 これか ら社会 に出でてい く私た ちの糧 に

なった。

論 文作 成の際、分担作業 が多 かったので、 それ ら
を構 成す るのが大変 であった。また、研 究論文 の報

告 の際、担当以外 の箇所 を理解 して、相互矛盾 のな
いように発表す るの も大変であった。

IV)得 られ た こ と

現代社 会 にお ける労働環境 の専 門知識や情報 か ら、

日本 企業が抱 える問題点が わかる ようにな り、実践

的な知識 の修得 の機会 となった。 仮 説 を立 て、 そ

れ を立 証 す るため には"膨 大 の資料 が必 要で あ り、

説得 力のあ る実例 を出す こ とが重要であ る"と い う

論 文作成の基本 的なこ とを学 ぶ ことがで きた。 また、

ア ンケー トの作 り方 や分析方法 を身 をもって体験 し、

これ らの知的生産 スキルは社会 人 として習得すべ き

必須 のものであることを認識 した。

企業 とは働 きやす い環境 が整 い、企業 もそれを推

進 してい るのが 当た り前 と考 えていたが、現実 には

職 場環境 ・制度 ・福利厚生 も不 十分であ るこ とに加

えて、時代潮流 としての個 人の 自立 ・自律性、 自己

効 力感の配慮が欠如 している と感 じた。 自分達が企

業 に就職す る際 、こう した諸 点 を重要 な選択 ・評価

基 準の ひ とつ に したい と思った。 さらに、私 たちは

研 究テーマ を細分化 ・分担 して研 究活動 を して きた
ので、各 自の研究成 果 と情 報の共有化 の過程 でコ ミ

ュニケー シ ョン能力 やチーム ワー クの重要性 を痛感

した。
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点(100点)の 内訳 は① 論 文 の 体 裁10点 ・文 書 内 容10点 ・表 現 力10点 、② テ ー マ の社 会 的認 識

度10点 ・分 析 力10点 ・デ ー タ集 積 力10点 、③ 理 論10点 ・説 得 力10点 、④ オ リ ジ ナ リテ ィ ー20

点 、 で あ る(『 月 間:経 営 労 働 』2007年12月 号p.9)。

皿 労働多様化時代の人事戦略の課題 と展望

日本において少子高齢化が加速する21世 紀前半は"老 若間(世 代間)"の 対立が生 じる。主 と

して所得の再配分 をめぐる世代間の対立であるが、それは2030年 までに労働人口は1070万 人減

少(厚 生労働省人口推計)す ることが確実であ り、社会保険等の社会保障システムを始めとする

国家や地方 自治体の行政に与えるインパク トは計 り知れない。少子高齢化が企業経営、特 に人

事 ・労務 ・賃金 ・退職金などに与えるインパ ク トは深刻である。上昇 し続ける新卒離職率、ニー

トやフリーターの急増、そ して一向に改善 しない年金未納率など、若者の閉塞感は深刻である。

官庁や企業の管理職に占める女性比率の極端な低 さが国際的な非難 となった り、年功序列の日

本企業の多 くの有能なスペシャリス トなどが破格の高賃金で外資系企業に引き抜かれてお り、 日

本型人事管理 システムはもはやグローバル化の潮流の中で機能 しな くなりつつある。

従来型の終身雇用体制が大 きく変容 し、労働多様化 ・流動化の波が押 し寄せている。日本では

「解雇 自由」の時代が くるには相当な年数が必要である注6)が、少なくとも転職 を希望する人が賃

金や退職金、そ して社会保障などの面で不利益 にならないような社会インフラならびに企業の人

事制度の整備が喫緊の課題であると言える。

既述の三木ゼ ミ3年 生女性6名 の論文(社 団法人経営労働協会公募懸賞論文:第 一席受賞)は

日本企業の女性の活用をダイバーシティという今 日的潮流の視点か ら捉えたものであったが、真

の女性活用のための施策は当論文の主要課題でなかった"日 本型ワークシェアリングや日本型 ワ

ーク ・ライフ ・バ ランス"の 整備 ・定着 に求められなければならない。子供 を持つ女性の労働形

態である"パ ー トタイムの働 き方 と正規社員 としての働 き方の選択肢を増やす施策"に ついての

考察である。さらに、労働多様化(ダ イバーシティ)マ ネジメン トとしては、女性の活用の達成

とともに、シニアが活 きる人事施策、ついでフリーター問題への対応が課題 となる。

1)ワ ー ク シ ェ ア リ ン グ

パ ー トタ イ ム の働 き方 の 選 択肢 と して の ワ ー ク シ ェ ア リ ン グ(work-sharing)は 、 失 業 者 が 増

大 し雇 用 確 保 が 重 要 に な る と き、 一 人 当 た りの労 働 時 間 を短 縮 し、 そ れ に よ っ て仕 事 を分 か ち 合

お う とい う政 策 で あ る。

注6)日 本の法制度は解雇に対 して厳しいが、組織内部での働かせ方については極めてルーズ(残 業代

さえ払えば労働時間に歯止めがない等)で あるのが特徴である。厚生労働省が監修した就業規則のモデ
ルには 「"勤務成績または業務能率が著しく不良で、従業員としてふさわしくないと認められた時"」な

どの理由に該当したときに解雇を行 う(そ れ以外の場合には解雇は行わない)と 書かれている。"著 し

く不良"と いう言葉は企業の解雇を極めて狭い範囲に限定していることにほかならない。企業規模のい

かんを問わず解雇権濫用の法理によって、1960-1970年 代の判例ではよほどの場合(① 人員削減の必

要性、②配置転換などを含む解雇回避の努力義務、③解雇対象者選定の合理性、④解雇手続き:労 働組

合との協議等、の4要 件)し か解雇を認めてこなかったのである。企業は従業員を採用した場合のリス

クを考え、新規採用や中途採用に逡巡することになる。
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脇坂(2002)は ワークシェアリングを4つ の類型(「 雇用維持 ・緊急避難型」「中高年対策型」

「雇用創出型」「多様就業促進型」)に 分けている注7)。そのタイプ分けの基準は、目的、背景、誰

と誰 との分かち合い、手法、賃金額の変化である。この4つ のタイプのうち、最初の二つは"雇

用維持型"で 同じ趣 旨のタイプであるので、富坂 ・根岸(2003)は これらを1つ として扱い、新

たに60歳 以上の 「高齢者対応型」を設けている(図 表08)。

(財)高 年齢者雇用開発協会(2002)は 高齢者を活性化 させている企業 を 「生涯福祉」「若年

⇒高齢者転換」 「専門能力活用」「マイスター ・技能伝承」「独立 ・ベ ンチャー」 「民間能力活用」

「地域活性化」「ワークシェアリング」の8つ のタイプに分類 してその代表例 を紹介 している。こ

の中の 「ワークシェアリング型」は"従 業員の雇用の確保、生活ニーズやゆとりのある勤務 と生

活を目的に、職務形態 を多様化 し、かつ生産工程の機械 ・治工具類 を誰で も同じ仕事がで きるよ

うに改善 を行 ったタイプ注8)である。

注7)「 雇 用維 持 ・緊急 避難 型」 は、一時 的 な景況 の悪化 を乗 り越 え るた め、従 業員 一人 当 た りの 所定 内

労 働 時 間 を短 縮 し、社 内 で よ り多 くの雇 用 を維 持 す る方法 で あ る。 「中高 年対 策 型」 は緊急 避 難 の対象

となるの が 中高年層 の従 業 員 で ある。 この雇 用 維持 型 を取 り入 れ た典型 的 な例 は、 ドイツの 自動 車 メー

カ ーで あ るフ ォル クス ワー ゲ ン社(VW社)で あ る。VW社 は1993年 当時 、雇 用者10万3千 人 を、1995

年 末 まで に7万2千 人 に減 らす とい う人 員削 減計 画 を提 出 した。 これ を重 大 な雇 用危 機 とみて 、労 使交

渉 を し、 大胆 な時短 協約 を結 ん だ。 「雇 用創 出型 」 は失業 者 に新 た な雇用 機 会 を提供 す るため に 、国 ま

た は企 業 単位 で労働 時 間 を短縮 して、 マ ク ロ経 済全 体 と して の雇用 を増 やす こ とを 目的 と してい る。 こ

の場合 の 賃金 は政 府 の援 助 に よって維持 され る場合 が 多 く、 オイ ル シ ョック以後 の ヨーロ ッパ 、特 に ド

イ ッ、 フ ラン ス を中 心 と して行 わ れ た。 最 近 で は 、 フ ラ ンス で2001年 に施 行 され た週35時 間 労働 制

(現在 、35時 間 を超 えた勤務 も法制 で 容認 す る こ と を検 討 中)が 有 名 であ る。 こ の タイ プで はシ ェ アす

るの は企 業の従 業 員 同士 で はな く、現在 働 い てい る人 と失 業者 で あ る。 この場合 は 、個別 の企 業 とい う

枠 組 み で はな く、政 府 が法 定 労働 時 間 その もの を短 くしてい る ので あ る。 「多様 就業 対 応型 」 は正 規社

員 で あ って も元hフ ル タイム で働 きた くない人 、 またそ れ な りの処 遇が された条件 のい いパ ー トタイム

の仕事 で 、5時 間、6時 間働 きたい とい う人 たち のた めに雇 用 を与 える もので あ る。 勤務 の仕 方 を多様化

して 、積極 的 によ り多 くの雇用 機会 を作 り出 して い くの を 目的 と して いる。 具体 的 に は、女性 や 高齢者

の働 きや すい 環境作 り、育 児 や介護 と仕 事 の両 立 、余 暇 や嗜好 の多様 化 、労働 者 の 自己実 現意 識 、 また、

企 業 に とって の有 能 人材 確 保 が 挙 げ られ る。 こ の タイ プで仕 事 を シェ アす るの は 、失 業 者 だ けで な く、

仕 事 を探 して はい ないが働 きたい 人 も含 まれ る。例 えば5時 間のパ ー トの仕 事 が ない か ら非労働 力 化 し

てい る家庭 の 専業 主婦 の場 合 、条件 に合 った仕 事 が あれ ば、仕 事 に復 帰 す る こ とが 出来 る。 その ような

潜 在 的 な労働 者 まで含 め た ワー ク シェア リングで あ る。 この型 の仕 事 の分 かち合 い手 法 は、勤 務 時 間や

日数 の弾 力化 、一 人分 の仕 事 を二 人で分 担 す る ジ ョブシ ェ ア リング、 フル タイ ムのパ ー ト化が あ げ られ

る。 この場合 賃 金 の変化 とい う面 を考 え る と、働 き方 に応 じた賃 金 にな る とい える(富 坂 ・根岸,2003)。

注8)栃 木 県 烏 山町 の農 村 地帯 にあ る株 式 会社"那 須 精 機 製作所"は 、精 密 部 品 の塑型 か ら仕 上 げ まで
一 貫生 産 す る専 門 メー カー で

、 オ ー トバ イの ガ ソ リン コ ックは世 界 の名車 に使 われ てい る。従 業員76人

の うち、55歳 以上 の高齢 者 は30%、45歳 以 上 の 中高年 比率 で は50%を 超 える。 その従 業 員の多 くが兼農

であ った り、 地域 の 自治会 役員 であ った り、 また 女性 は主 婦が ほ とん どの ため、 同社 で は こ うした多様

な生活 ニ ーズ に対応 す るため 、勤務 の仕 方 も、 フル タイ ム ・一 定時 間勤 務 ・半 日勤務 な ど多様 な勤 務形

態 か ら従 業員 が選 択 で きる よ うに してい る。 この ような勤 務形 態 に合 わせ て、 ジ ョブペ ア リ ング ・ワー

ク シェ ア リン グ ・休 日を代 替 で きる休 日フ レ ックス制 度 な どを導入 してい る。 また 、定年 後再 雇用 期 問

の賃金 支 払い 形態 も、月給 制 ・年俸 制 ・時間給 な どを選択 で きるよ うにな って いる 。 こ う した制度 面 で

の柔軟 性 に加 え、 同社 で は、 フ レックス ワ ークで 誰が 、 どんな工程 に きて も効 率 的 で、均 質 な製 品がつ

くれ る よ うに 、あ らゆ る生 産 工程 の機 械 ・治工 具類 を高齢 者 向 きに改善 ・改 良 を加 えてい る。(財 団法

人 高年 齢者雇 用 開発協 会 、2002)
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図表08ワ ークシェア リングの類型

目的からみた分類 背景(意 義) 誰 と誰 のシェアリングか 仕事の分かち合い手法 賃金の変化

1・1)雇 用維 持 ・ 現在雇用されている従
企業業績の低迷

緊急避難型 業員間全体 ・所定外労働時間短縮
・減少

・中高隼を中心とした ・高齢者など特定の階 ・所定内労働時間短縮
・維持(生 産性上昇な

1・2)中高年対策型
余剰人員の発生

・60歳 代前半の雇用

層内

・60歳 未満の世代か

・休暇の増加

・一時帰休
どに よりカバー)

延長 ら60歳 以上の世代

維持される場合が多い
労働者と失業者 法定労働時間短縮

(フランス)

高齢者の時短、若年層
2)雇 用創出型 高失業率の慢性化

の採用(ド イツ ・フォ

高齢者と若年層 減少
ル クスワー ゲン社 リレ

一方式)

・パー トタイマー労働

その他非正規雇用の

・育児 ・介護等家庭生 促進

3)多 様就業対応型 活と就業の両立 現在の労働者と潜在的 ・正規雇用者と非正規

働き方に応じた賃金
(オランダ) ・勤労者の勤労ニーズ な労働者 雇用者の処遇の均等

の多様化 化

・女性が働きやすい環

境の整備

・ジョブシェア リング

・高齢化の進展
(2人 で従来の1人 分

4)高 齢者対応型

・公的年金の支給開始

高齢者間 の仕事を分担) 働き方に応 じた賃金
年齢の段階的引き上

・勤務時間、勤務日の

げへの対応
弾力化

出所;富 坂、根岸、2003

2)ワ ーク ・ライフ ・バランス

正規社員 の働 き方の選択肢 を増やすワーク ・ライフ ・バ ランスは、米国において1980年 代以

降、ITを は じめ とす る高度なスキルをもった優秀な女性への需要が高 まった。企業は女性の採

用 ・活用や子供の保育など、主に働 く女性を対象 とした保育サポー トなどを中心 とした 「ワーク

ファミリーバ ランス」 または 「ファミリーフレンドリープログラム」 という取 り組みを行 う企業

が増 えていった。1990年 代 に入る と、「ワークファミ齒リーバ ランス」 は、独身や子供のいない女

性、あるいは男性社員にその対象が広げ られ、従業員全体の私生活 に配慮 した制度やプログラム

となる。1990年 代後半、フォー ド財団が 「①仕事 と理想的な社員像 についての既存の価値観 ・

規範 を見直す こと、②習慣的な仕事のや り方 を見直すこと、③仕事の効率 と効果を向上 させ、同

時に仕事 と私生活の共存 をサポー トすること」の新 しい視点を強調 した。この流れがアメリカか

らヨーロッパに も波及 し、これが今 日の 「ワーク ・ライフ ・バランス」 である(大 沢、2007)。

共働 き世帯が増 える中で、家庭 と仕事の両立支援策の一環 として始められたものが、その対象範

囲を働 く母親から全社員に次第に拡大 しつつ、アメリカでは企業が自主的に取 り組んでいる。欧

米では法による規制 を設けて取 り組んでいる。

日本で も少子化が、急速に進み、その歯止めがかか らないこともあって、 ここ数年、にわかに、

ワーク ・ライフ ・バランスに大 きな関心が集まってきている。勿論、ワーク ・ライフ ・バランス

の意味するところは、人によってかなり異なったイメージで捉えられているが、共通 して言える

ことは、個人にとっては男女にかかわらず仕事 と私生活 とを調和 させ、個人の人生 を充実させる
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ことにあ り、企業にとっては仕事の進め方 を見直すことによって、1時 間あたりの生産性 を高め

企業経営の安定につなげてい くことにある。人口減少社会において企業が必要数の労働者 を確保

しながら、その質である生産性の向上 を達成するためには、ワーク ・ライフ ・バランスは非常に

合理的な発想である。それができなければ労働力の量 と質の確保がで きず、労働市場において敗

者になる とい うリスクを負 うことになる。それだけに、ワーク ・ライフ ・バランス という概念は、

多 くの企業で重要視 される経営戦略のひとつであるといわざるを得ない。

ワークとライフのバランス をとる基礎的な条件 として、労働時間が非常 に大 きな要素である。

ある統計 によると、30-40歳 代 の男性社員の4分 の1が 週60時 間以上働いているという。日本

では企業内の評価の仕方が時間を効率的に使 う働 き方の方向には必ず しも向かっていない。ワー

ク ・ライフ ・バ ランスを進める方が企業にとって も得な社会 を作 ってい くことが 日本では重要な

課題 となっている。

勤務形態の多様化をワーク ・ライフ ・バランスの視点から考 えるときには、従業員側のニーズ

に見あうように、勤務時間と勤務場所の柔軟性 を高めることが必要である。 とくに、職住近接の

特性をもつ在宅勤務 は、ワーク ・ライフ ・バランスには有効な制度である。就労者にとって も、

企業にとっても、価値をもた らさない通勤時間をゼロにする在宅勤務形態は、労働力人口の減少

に対 して、第1に は潜在労働力(女 性、高齢者等)を 顕在化させ る、第2に は通勤時間は就業時

間に換算されないが、在宅勤務で通勤時間がゼロになれば、通勤時間が往復2-3時 間の場合、1

年間に250日 勤務 とすると、年間、完全在宅では、500-750時 間が捻出可能であるので、一 日8

時間で1換算すると1年 間に62.5日 一93・75日 の労働 日が創 出されることになる。ベル トコンベア

のフォー ドシステムの原点 は、1歩 も歩かずに、動 くベル トの前での連続的作業をおこなうこと

であるが、 これを工場内ではなく、工場外の空間全体 に当てはめ、一歩も外出せず に在宅で勤務

できれば、就労者の1日 当た りの生産性 は飛躍的に改善することになる。

日本に特異 なのは、年次有給休暇が十分 に取得 されていないことであったが、最近、平均未取

得率が低下傾 同にあるとい う。 日本人 は 「休まない というのが特徴的な勤務意識」であったが、

外資系企業 に勤める多 くの日本人は有給休暇を消化 している。

日本経団連(2007)の 提言では"ワ ーク ・ライフ ・バ ランス推進に向けた 「企業の行動指針

10項 目注9)」を呼びかけている。

仕事 と育児 との両立 という観点からは、男性は評価の気がねから育児休業の取得率は1%未 満

(平成18年 度厚生労働省調査)で あるが、女性は約90%と なっている。 とい うことは、男性が育

児休業を取 ったことがどのように人事評価 されるのか、を企業は明確 にしなければならない。企

業は育児休業を理由に人事評価上で差別することはないということを明示することが必要で、次

世代育成支援対策推進法の認定マークの 「くるみん」は効果があるもの といえよう。

厚生労働省は現行の大企業(従 業員301人 以上)だ けでなく中小企業にまで対象 を拡大 して行

動計画の策定を義務づける次世代育成支援対策推進法改正案 を2008年 の通常国会に提出するこ

注9)提 言(2007年3月)は 『少子化問題への総合的な対応を求める』であり、労働人口減少下での良

質な人材確保、生産性向上、イノベーションの創出を実現する企業の行動指針10項 目は 「①経営 トップ

のリーダーシップの発揮、②メリハリのある働き方の実現、③職場の意識醸成を図るための幅広い展開、

④マネジメント職に対する教育、⑤主体的キャリア形成の環境整備、⑥女性の就労継続支援と再雇用の

推進、⑦次世代育成支援対策推進法の行動計画におけるPDCAサ イクルの活用、⑧社会全体に対する積

極的アピール、⑨創意工夫を生かした取 り組み、⑩企業間の連携の推進」である。
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とを固めた(朝 日新聞(2007・12・28)。 政府 は2007年12月 にワーク ・ライフ ・バ ランスの

「憲章」「行動指針」「数値 目標」を決定、 日経新聞(2008・1・1)は2008年 が"ワ ーク ・ライ

フ ・バ ランスの元年"に なるとしている。これはワーク ・ライフ ・バ ランスが進んでいる企業 に

対する社会的評価 を高め、その普及を期待するものである。生産性を上げたい企業 と生活を充実

させたい従業員の両者が同時に満たされるのが期待 される姿である。働 く人の満足が上がれば企

業の生産性 も向上する。こういう好循環が求める理想像 である。

おわ りに

少子高齢化社会への本格的な対応、企業活動のグローバル化などを考 えたとき、女性や高齢者

の活用、フリーターの問題 に加えて、福祉や介護 をは じめ農業等の分野では、特に、外国人労働

者の受け入 れが行なわれるのは必至である。 グローバル化時代の社会のニーズに応えるため に、

広 く外国人労働者の受け入れを推進す ることで、21世 紀に向けた日本経済のあるべ き姿 を希求

することは、同時に日本の社会で日本人と外国人がそれぞれの文化の差異を理解 し、多様な価値

観を尊重 し合える共生の時代 をどう築 き上げるか、にかかっている。

現在、偽装請負や非正規社員の過酷労働環境、ワーキングプアー といったことが大 きな問題 に

なっているが、企業と個人の関係は今後 ますます ドライなものへとなっていかざるを得 ない状況

を呈 している。従業員は多様 な労働者グループに細分化 され、それぞれのグループ毎 に木目細か

な人事管理を整備 し、各人のやる気 と能力を引 き出すことが重要となるが、その前提 として企業

は労働法令の遵守および説明責任の充実、最低賃金の確保が求められる。これがないところにダ

イバーシティマネジメントを提唱 しても意味を持たない。

ダイバーシティマネジメントは従業員の必要スキルの 「内部養成」 と 「市場調達」 とい うハ イ

ブリッドな雇用制度で充当するというよりは、「従業員の知恵 とパ フォーマンスに焦点」 を合わ

せてお り、また労働力の増減の調整 としては転職 と中途採用等の外部労働市場動向により大 きく

依拠するシステムである。 日本企業は伝統的雇用モデルの修正 を図 りながら人材コス トを削減す

る努力に努め、多様化するキャリアパスのコースを整備せざるを得なくなるといえる。

日本の将来を展望 したとき、雇用機会は増えるが所得格差の拡大を容認する米国を典型 とする

アングロサクソン型で もなく、雇用の質にこだわり高い失業を甘受する欧州大陸を典型 とする共

同体志向型で もない、政労使相互間の社会的合意形成 による格差拡大 を伴わずに低失業率を達成

しているオランダモデル注1°)に学ぶべ き点が多いといえる。

現在、多 くの企業では正規社員を人材 コアとして、企業に内在 している価値観 ・仕事の仕方 ・

組織能力な どの面で固有性を強めてい く方向で"そ の企業 らしさ(企 業DNA)"を 意図的に"自

社 ブランド"と する戦略を展開 している(三 木、2008)。 人材流動化時代 の企業活性化 の鍵は、

注10)オ ラ ンダで は夫 婦 で"15働 き"が 当 り前 に なって い る。1982年 の 「ワ ッセナ ー合 意」 に よっ て

現 在 の雇用 を よ りよ く配 分す る ことを 出発点 と し、 労働 時 間短縮 、パ ー トタ イム労働 、 若年失 業 の 克服

な どに、 よ り長期 的な ア プロー チで取 り組 んで い る。 オ ラ ンダモデ ルの特 徴 は 「パ ー ト労働者 の雇用 促

進(育 児 ・介 護 等 家庭 生 活 と就 業 の両 立、 勤 労者 の 勤労 ニ ーズ の 多様 化へ の対応)」 であ り、 これ に よ

りパ ー トタイム の増大 と失業 率 の減少 、 そ して経 済成 長 の上 昇 を実現 させ た。 オ ラ ンダは フル タイム よ

りもパ ー トタ イム を増 や す こ とに よ り、 そ の差 し引 かれ た労働 時間 を失 業者 に分 け与 える とい うワー ク

シェ ア リング を行 った の であ る。
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従 来 型 サ ー ビ ス で あ る古 典 的 ・平 等 的 ・弱 者 救 済 型EAPC(EmployeeAssistanceProgram)で な く、

多 様 な 働 き方 ・価 値 観 を ベ ー ス と した 自律 型 人 材 に対 す る 木 目細 か い サ ー ビ ス を提 供 す る ワ ー

ク ・ラ イ フ ・バ ラ ンス の 追 求 にあ る(花 田 、2001)。

知 的 資 本 の ネ ッ トワ ー ク化 が 進 展 す る 中 で 、 企 業 の コ ア人 材 は 社 内 で 多様 化 す る従 業 員 だ け で

ない 。様 々 なパ ー トナ ー(ア ラ イ ア ンス 企 業 、 コ ンサ ル タ ン トな ど)・ ス テ ー ク ホ ル ダー との ビ

ジ ネ ス機 会 が 増 え る の で 、 ダ イバ ー シ テ ィ マ ネ ジ メ ン トの概 念 は従 来 の 多様 化 す る社 内 従 業 員 中

心 よ り も社 外 に 開 か れ た は る か に多 くの 幅 広 い 人 材 へ の適 応 進 化 の外 延 を担 保 す る もの に変 容 し、

そ れ に対 応 す る 施 策 が 必 要 に な っ て きて い る 。 要 す る に 、組 織 内 外 の メ ンバ ー に よ り組 織 さ れ た

自発 的 な任 意 集 団(コ ミュ ニ テ ィ)の 活 動 で あ る(花 田 、2001)。 こ れ は ビ ジ ネ ス 論 理 に 基 づ く

従 来 の プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ジ メ ン ト型 組 織 や 小 集 団 活 動 とは 異 な る もの で 、 ネ ッ トビジ ネス を 内 包

す る コ ミュ ニ テ ィ論 理 に基 づ く もの で あ る(図 表09)。 具 体 的 に は 、1980年 代 後 半 に提 唱 さ れ た

OST(OpenSpaceTechnology)やAI(AppreciativeInquiry)な どの 手 法 の援 用 等 が 考 え られ る注11)。

日本 で の事 例 と して は 、 日産 の"キ ャ リア ポ ー タ ル"、 三 井 物 産 の"ワ イ ワ イ ガヤ ガ ヤ"、 富 士 ゼ

ロ ッ ク ス の"バ ーチ ャル ハ リ ウ ッ ドプ ラ ッ トフ ォー ム"、 朝 日酒 造 の"越 州 塾"、 キ ャ ノ ン の"東

京 セ ミナ ー"が 参 考 に な る(三 木 、2008)。

図表09ビ ジネスの論理とコミュニティの論理

7

ビジネスの論理

(市場経済 メカニズム)

1
コミュニティの論理

(情報民主化の価値基盤)1

運動の基本メカニズム 交換(等 価性の納得によって行われる) 贈与(長 期的対価の不確実な期待だけで行われる)

情報の 「所有権」 排他的独占 公開と連結

参加者の目的 自己利益(金 銭),自 社の成功 自己で利用する,仲 間の発展

中心インセ ンティブ 金銭的利益,競 争 に勝 つことによる名誉 寄与 による名誉,面 白さ 〈わ くわ く感〉

誰 に評価してほしいか? 顧客,出 資者 仲間,観 客

フリーライダーへの対応 拒絶 許容

出所:根 来 、2007
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